
■■次次世世代代育育成成支支援援対対策策推推進進法法のの改改正正

●●育育児児休休業業取取得得等等にに関関すするる状状況況把把握握・・数数値値目目標標設設定定のの義義務務付付けけ
（（施施行行日日：：令令和和７７年年４４月月１１日日））

常常時時雇雇用用すするる労労働働者者がが110011人人以以上上のの企企業業は、一一般般事事業業主主行行動動計計画画のの策策定定・・変変更更時時に次のこと
が義務付けられます。（100人以下の企業は、努力義務の対象です。）

・・育育児児休休業業等等のの取取得得状状況況、、労労働働時時間間のの状状況況のの把把握握等等（（PPDDCCAAササイイククルルのの確確立立））
・・育育児児休休業業等等のの取取得得状状況況、、労労働働時時間間のの状状況況にに係係るる数数値値目目標標（（※※））のの設設定定

（※）数値目標については、実数、割合、倍数等数値を用いるものであればいずれでも構いません。

「育児休業等の取得状況」：男性労働者の「育児休業等取得率」又は男性労働者の「育児休業等
及び育児目的休暇の取得率」の状況

「労働時間の状況」 ：フルタイム労働者一人当たりの各月ごとの法定時間外労働及び法定
休日労働の合計時間数等の労働時間（高度プロフェッショナル制度
の適用を受ける労働者にあっては、健康管理時間）の状況
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●●法法律律のの有有効効期期限限のの延延長長（（施施行行日日：：公公布布のの日日（（令令和和６６年年５５月月3311日日））））

令和７年（2025年）３月31日までとなっていた法律の有効期限が、令令和和1177年年（（22003355年年））
３３月月3311日日ままででにに延延長長されました。

○育児休業等の取得状況及び
労働時間の状況把握

○ 改善すべき事情の分析

○行動計画の策定・変更
○社内周知
○外部への公表

○都道府県労働局への届出

○計画の実施

○計画終了
○効果の測定

◆◆PPDDCCAAササイイククルルのの確確立立
※令和７年４月１日以降に策定又は変
更する行動計画から義務の対象です。

P17～P38参照

厚生労働大臣による認定
（くるみん、プラチナくるみん、トライくるみん）

●●くくるるみみんん、、ププララチチナナくくるるみみんん、、トトラライイくくるるみみんんのの認認定定基基準準等等のの改改正正
（（施施行行日日：：令令和和７７年年４４月月１１日日））
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法律の改正に関連して、くるみん認定、プラチナくるみん認定、トライくるみん認定の認認定定基基
準準とと、、くくるるみみんんママーークク、、トトラライイくくるるみみんんママーーククがが改改正正されました。

P２～P４参照
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くくるるみみんん認認定定

＜新くるみんマーク＞

新基準旧基準

3300％％以以上上10％以上男性労働者の育児休業等取得率

5500％％以以上上20％以上
男性労働者の育児休業等及び
育児目的休暇の取得率

①①男男性性のの育育児児休休業業等等のの取取得得にに係係るる基基準準のの改改正正（（認認定定基基準準５５））

②②女女性性のの育育児児休休業業等等のの取取得得にに係係るる基基準準のの改改正正（（認認定定基基準準６６））

新基準旧基準

75％以上75％以上女性労働者の育児休業等取得率

7755％％以以上上基準なし
女性有期雇用労働者の育児休業
等取得率

④④成成果果にに関関すするる具具体体的的なな目目標標をを定定めめてて実実施施すするる措措置置のの選選択択肢肢のの見見直直しし（（認認定定基基準準８８））

新基準旧基準

○○男男性性労労働働者者のの育育児児休休業業等等のの取取得得期期間間のの延延伸伸のの
たためめのの措措置置

○年次有給休暇の取得の促進
○短時間正社員制度、在宅勤務等その他働き方
の見直しに関する多様な労働条件の整備

○所定外労働の削減のための措置

○年次有給休暇の取得の促進
○短時間正社員制度、在宅勤務等その他働き方
の見直しに関する多様な労働条件の整備

認認定定基基準準ととママーーククがが改改正正さされれてていいまますす。。

③③働働きき方方のの見見直直ししにに係係るる基基準準のの改改正正（（認認定定基基準準７７））

新基準旧基準

3300時時間間未満（全てのフルタイ
ム労働者）
又又はは4455時時間間未未満満（（2255～～3399歳歳
ののフフルルタタイイムム労労働働者者））

45時間未満（全てのフル
タイム労働者）

雇用する労働者１人当たりの
各月ごとの時間外労働及び
休日労働の合計時間数

■■くくるるみみんん認認定定、、ププララチチナナくくるるみみんん認認定定、、トトラライイくくるるみみんん認認定定のの
認認定定基基準準等等のの改改正正 令令和和７７年年４４月月１１日日～～
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PP2200参参照照

PP2211参参照照

PP2222参参照照

PP2233参参照照

※くるみん認定の認定基準については、
17～23ページをご覧ください。

※「３歳から小学校就学前の子を育てる労働者について、「育児休業に関する制度、所定外労働の制限に関する制度、所定労働時間
の短縮措置又は始業時刻変更等の措置に準ずる制度」を講じていること」の基準（旧基準７）は廃止されました。（経過措置は24
ページ参照）

及び

又は 又は
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ププララチチナナくくるるみみんん認認定定

■■くくるるみみんん認認定定、、ププララチチナナくくるるみみんん認認定定、、トトラライイくくるるみみんん認認定定のの
認認定定基基準準等等のの改改正正 令令和和７７年年４４月月１１日日～～

新基準旧基準

5500％％以以上上30％以上男性労働者の育児休業等取得率

7700％％以以上上50％以上
男性労働者の育児休業等・育児
目的休暇の取得率

新基準旧基準

75％以上75％以上女性労働者の育児休業等取得率

7755％％以以上上基準なし
女性有期雇用労働者の育児休業
等取得率

新基準旧基準

○○男男性性労労働働者者のの育育児児休休業業等等のの取取得得期期間間のの延延伸伸のの
たためめのの措措置置
○年次有給休暇の取得の促進
○短時間正社員制度、在宅勤務等その他働き方
の見直しに関する多様な労働条件の整備

○所定外労働の削減のための措置

○年次有給休暇の取得の促進
○短時間正社員制度、在宅勤務等その他働き方
の見直しに関する多様な労働条件の整備

新基準旧基準

3300時時間間未満（全てのフルタイ
ム労働者）
又又はは4455時時間間未未満満（（2255～～3399歳歳
ののフフルルタタイイムム労労働働者者））

45時間未満（全てのフル
タイム労働者）

雇用する労働者１人当たりの
各月ごとの時間外労働及び
休日労働の合計時間数

①①男男性性のの育育児児休休業業等等のの取取得得にに係係るる基基準準のの改改正正（（特特例例認認定定基基準準５５））

②②女女性性のの育育児児休休業業等等のの取取得得にに係係るる基基準準のの改改正正（（特特例例認認定定基基準準６６））

③③働働きき方方のの見見直直ししにに係係るる基基準準のの改改正正（（特特例例認認定定基基準準７７））

⑤⑤能能力力向向上上又又ははキキャャリリアア形形成成支支援援のの取取組組にに係係るる計計画画のの策策定定・・実実施施にに関関すするる対対象象のの
見見直直しし（（特特例例認認定定基基準準1100））

新基準旧基準

男男性性労労働働者者及及びび女性労働者女性労働者
能力の向上又はキャリア形成の
支援のための取組に係る計画の
策定及び実施の対象

PP２２77参参照照

PP2288参参照照

PP2288及及びびPP2222参参照照

PP2288参参照照

PP3300参参照照

特特例例認認定定基基準準がが改改正正さされれてていいまますす。。

※「３歳から小学校就学前の子を育てる労働者について、「育児休業に関する制度、所定外労働の制限に関する制度、所定労働時間
の短縮措置又は始業時刻変更等の措置に準ずる制度」を講じていること」の基準（旧基準７）は廃止されました。（経過措置は24
ページ参照）

④④成成果果にに関関すするる具具体体的的なな目目標標をを定定めめてて実実施施すするる措措置置のの選選択択肢肢のの見見直直しし
（（特特例例認認定定基基準準８８））

※プラチナくるみん認定の認定基準については、
26～30ページをご覧ください。

又は 又は

及び
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■■くくるるみみんん認認定定、、ププララチチナナくくるるみみんん認認定定、、トトラライイくくるるみみんん認認定定のの
認認定定基基準準等等のの改改正正 令令和和７７年年４４月月１１日日～～

＜新トライくるみんマーク＞

※トライくるみん認定の認定基準については、
32～34ページをご覧ください。

トトラライイくくるるみみんん認認定定

新基準旧基準

1100％％以以上上７％以上男性労働者の育児休業等取得率

2200％％以以上上15％以上
男性労働者の育児休業等・育児
目的休暇の取得率

①①男男性性のの育育児児休休業業等等のの取取得得にに係係るる基基準準のの改改正正（（認認定定基基準準５５））

②②女女性性のの育育児児休休業業等等のの取取得得にに係係るる基基準準のの改改正正（（認認定定基基準準６６））

新基準旧基準

75％以上75％以上女性労働者の育児休業等取得率

7755％％以以上上基準なし
女性有期雇用労働者の育児休業
等取得率

③③成成果果にに関関すするる具具体体的的なな目目標標をを定定めめてて実実施施すするる措措置置のの選選択択肢肢のの見見直直しし（（認認定定基基準準８８））

新基準旧基準

○○男男性性労労働働者者のの育育児児休休業業等等のの取取得得期期間間のの延延伸伸のの
たためめのの措措置置
○年次有給休暇の取得の促進
○短時間正社員制度、在宅勤務等その他働き方
の見直しに関する多様な労働条件の整備

○所定外労働の削減のための措置

○年次有給休暇の取得の促進
○短時間正社員制度、在宅勤務等その他働き方
の見直しに関する多様な労働条件の整備

認認定定基基準準ととママーーククがが改改正正さされれてていいまますす。。
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PP3322参参照照

PP3333参参照照

PP3344及及びびPP2233参参照照

※「３歳から小学校就学前の子を育てる労働者について、「育児休業に関する制度、所定外労働の制限に関する制度、所定労働時間
の短縮措置又は始業時刻変更等の措置に準ずる制度」を講じていること」の基準（旧基準７）は廃止されました。（経過措置は24
ページ参照）

又は 又は

及び
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